
 

 

 

 

 

 

 

 

報道関係者 各位 

 

新型コロナウイルス感染症は労災保険給付の対象となりえます 

 

 石川労働局（局長 𠮷田 研一）から、新型コロナウイルス感染症に係る労災保険給

付に関し、以下の内容について周知させていただきます。 

 

（１）新型コロナウイルス感染症は労災保険給付の対象となりえます 

① 業務により新型コロナウイルスに感染した場合には、労災保険給付の対象となり

ます。また、症状が持続し（罹患後症状があり）、療養が必要と認められる場合も労

災保険給付の対象となります。 

② 感染経路が特定できない場合であっても、個別の事案ごとに業務との関連性を調

査し、労災保険給付の対象となるか否かを判断しています。  

③ 労災請求はあくまで労働者本人からの請求行為であり、事業主からの承認を得て

なされるものではありませんので、事業主から請求書に証明が得られない場合は、

労働基準監督署に相談してください。 

④ 厚生労働省ＨＰにおいて、新型コロナウイルス感染症の労災補償に関するＱ＆Ａ

や労災認定事例を掲載しています。 

 

（２）積極的な労災請求をお願いします 

労働者の方においては、業種・職種を問わず、業務により新型コロナウイルスに感

染したものと考えられる場合には、積極的に労働基準監督署に労災請求していただく

よう、お願いいたします。 

 

（３）事業場から労働者への請求勧奨をお願いします 

事業場においては、業務により新型コロナウイルスに感染したものと考えられる労

働者に対して、労災保険制度を周知していただくとともに、請求勧奨を行っていただ

くよう、お願いいたします。 

 

【参考資料１】相談・請求の窓口 

【参考資料２】新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に係る労災認定事例 

※厚生労働省ＨＰ「新型コロナウイルスに関するＱ＆Ａ（企業の方向け）」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00007.html 

※厚生労働省ＨＰ「新型コロナウイルスに関するＱ＆Ａ（労働者の方向け）」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00018.html 
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【参考：相談・請求の窓口】 

■ 石川県下の労働基準監督署 

名称・所在地 電話番号 

金沢労働基準監督署 
金沢市新神田４-３-１０ 

金沢新神田合同庁舎 3階 
076(292)7938 

小松労働基準監督署 
小松市日の出町 1-120 

小松日の出合同庁舎７階 
0761(22)4317 

七尾労働基準監督署 
七尾市小島町西部２ 

七尾地方合同庁舎２階 
0767(52)3294 

穴水労働基準監督署 
鳳珠郡穴水町川島キ８４ 

穴水地方合同庁舎２階 
0768(52)1140 

※相談の受付時間：土日、祝日、年末年始を除き、平日の午前８時30分から午後５時15分まで。 

参考資料１ 
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詳しくは厚生労働省ＨＰのＱ&Ａ
（項目「５労災補償」）をご覧ください▶

業務によって感染した場合、

労災保険給付の対象となります

職場で新型コロナウイルスに感染した方へ

■感染経路が業務によることが明らかな場合

■感染経路が不明の場合でも、感染リスクが高い業務※に従事し、

それにより感染した蓋然性が強い場合

※（例１）複数の感染者が確認された労働環境下での業務
※（例２）顧客等との近接や接触の機会が多い労働環境下の業務

■医師・看護師や介護の業務に従事される方々については、
業務外で感染したことが明らかな場合を除き、原則として対象

■症状が持続し（罹患後症状があり）、療養等が必要と認められる場合
も保険給付の対象

対象となるのは？

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

労災保険の種類

業務に起因して感染した労働者の方やそのご遺族の方は、正社員、パート等の雇
用形態によらず、次のような保険給付を受けられます。
また、保険給付の請求は、労働者ご自身が行うものです。感染経路が不明である
ことなどにより、請求書に会社からの証明が受けられない場合、まずは労働基準
監督署にご相談ください。

療養補償給付

①労災指定医療機関を受診すれば、原則として無料で治療を受けることができます。
②やむを得ず労災指定医療機関以外で治療を受けた場合、一度治療費を負担してもらい
後で労災請求をすることで、負担した費用の全額が支給されます。

休業補償給付

療養のために仕事を休み、賃金を受けていない場合、給付を受けることができます。
■給付日：休業４日目から
■給付額：休業１日あたり給付基礎日額の８割（特別支給金２割含む）
＊原則として「給付基礎日額」は発症日直前３か月分の賃金を暦日数で割ったものです

遺族補償給付

業務に起因して感染したため亡くなった労働者のご遺族の方は、遺族補償年金、
遺族補償一時金などを受け取ることができます。

■お問い合わせは、お近くの労働局・労働基準監督署へ ▶
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－1－ 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に係る労災認定事例 
 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に係る労災請求のご参考となるよう、労災

認定の具体的な事例について概要をご紹介します。 

なお、各事例は、同感染症の労災認定の考え方について示した令和２年４月 28 日付

け基補発 0428 第１号「新型コロナウイルス感染症の労災補償における取扱い」（以下

「通知」といいます。）の事項に沿って、職種に着目して記載しています。 

 

１ 医療従事者等の事例（通知 記の２の（１）のア関係） 

【具体的な取扱い】 

 医師、看護師、介護従事者等の医療従事者等が新型コロナウイルスに感染した場

合は、業務外で感染したことが明らかな場合を除き、原則として労災保険給付の対

象となる。 

 

番号 業 種 職 種 認 定 事 例 

１ 医療業 医師 

 感染経路は特定されなかったが、Ａさんは、日々多数

の感染が疑われる患者に対する診療業務に従事していた

ことが認められたことから、支給決定された。 

２ 医療業 看護師 

 感染経路は特定されなかったが、Ｂさんは、日々多数

の感染が疑われる患者に対する問診、採血等の看護業務

に従事していたことが認められたことから、支給決定さ

れた。 

３ 

社会保険・

社会福祉・

介護事業 

介護職員 

 感染経路は特定されなかったが、Ｃさんは、介護施設

で日々複数の感染が疑われる介護利用者に対する介護業

務に従事していたことが認められたことから、支給決定

された。 

４ 医療業 理学療法士 

 感染経路は特定されなかったが、Ｄさんは、病院で日々

多数の感染が疑われる患者に対するリハビリテーション

業務に従事していたことが認められたことから、支給決

定された。 

５ 医療業 
診 療 放 射 線

技師 

 感染経路は特定されなかったが、Ｅさんは、日々多数

の感染が疑われる患者に対するＭＲＩの撮影等の画像検

査業務に従事していたことが認められたことから、支給

決定された。 

※ 上記１～５については、それぞれ一般生活での感染が明らかでなかったことが

確認されている。 
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－2－ 

２ 医療従事者等以外の労働者であって感染経路が特定された場合の事例 

（通知 記の２の（１）のイ関係） 

【具体的な取扱い】 

 感染源が業務に内在していることが明らかな場合は、労災保険給付の対象となる。 

 

番号 業 種 職 種 認 定 事 例 

６ 

宿泊業、飲

食サービス

業 

飲食店員 

 Ａさんは、飲食店内での接客業務に従事していたが、

店内でクラスターが発生し、これにより感染したと認め

られたことから、支給決定された。 

７ 

社会保険・

社会福祉・

介護事業 

保育士 

 Ｂさんは、保育園で保育業務に従事していたが、園内

でクラスターが発生し、これにより感染したと認められ

たことから、支給決定された。 

８ 

社会保険・

社会福祉・

介護事業 

児 童 ク ラ ブ

職員 

 Ｃさんは、児童クラブで学習支援業務に従事していた

ところ、後日、児童クラブを利用する児童が、新型コロナ

ウイルスに感染していたことが確認され、当該児童から

感染したと認められたことから、支給決定された。 

９ 
ビルメンテ

ナンス業 
清掃員 

 Ｄさんは、病院で清掃業務に従事していたが、院内で

クラスターが発生し、新型コロナウイルスに感染した医

療従事者との接触により感染したことが認められたこと

から、支給決定された。 

10 建設業 建設作業員 

 Ｅさんは、勤務中、同僚労働者と作業車に同乗してい

たところ、後日、作業車に同乗した同僚が新型コロナウ

イルスに感染していることが確認され、当該同僚から感

染したと認められたことから、支給決定された。 
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－3－ 

３ 医療従事者等以外の労働者であって感染経路が特定されない場合の事例 

（通知 記の２の（１）のウ関係） 

【具体的な取扱い】 

 感染経路が特定されない場合であっても、感染リスクが相対的に高いと考えられ

る業務（複数の感染者が確認された労働環境下での業務や顧客等の近接や接触の機

会が多い労働環境下での業務など）に従事し、業務により感染した蓋然性が高いも

のと認められる場合は、労災保険給付の対象となる。 

 

① 複数（請求人を含む）の感染者が確認された労働環境下での業務 

（通知 記の２の（１）のウの（ア）） 

番号 業 種 職 種 認 定 事 例 

11 製造業 
建設資材製造技

術者 

 感染経路は特定されなかったが、Ａさんは、発症前 14

日間に、会社の事務室において品質管理業務に従事して

いた際、当該事務室でＡさんの他にも、新型コロナウイ

ルスに感染した者が勤務していたことが確認された。こ

のため、Ａさんは、感染リスクが相対的に高いと考えら

れる労働環境下での業務に従事しており、私生活での行

動等から一般生活では感染するリスクが非常に低い状

況であったことが認められたことから、支給決定され

た。 

12 建設業 
工事現場施工管

理業務従事者 

 感染経路は特定されなかったが、Ｂさんは、発症前 14

日間に、工事現場の事務室において現場の施工状況を管

理する業務に従事していた際、当該事務室でＢさんの他

にも、新型コロナウイルスに感染した者が勤務していた

ことが確認された。このため、Ｂさんは、感染リスクが

相対的に高いと考えられる労働環境下での業務に従事

しており、私生活での行動等から一般生活では感染する

リスクが非常に低い状況であったことが認められたこ

とから、支給決定された。 

13 建設業 営業職業従事者 

 感染経路は特定されなかったが、Ｃさんは、発症前 14

日間に、会社の事務室において営業業務に従事していた

際、当該事務室でＣさんの他にも、新型コロナウイルス

に感染した者が勤務していたことが確認された。このた

め、Ｃさんは、感染リスクが相対的に高いと考えられる

労働環境下での業務に従事しており、私生活での行動等

から一般生活では感染するリスクが非常に低い状況で

あったことが認められたことから、支給決定された。 

※ 上記 11～13 については、医学専門家からは、それぞれ当該労働者の感染は業

務により感染した蓋然性が高いものと認められるとの意見であった。 
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－4－ 

② 顧客等の近接や接触の機会が多い労働環境下での業務 

（通知 記の２の（１）のウの（イ）） 

番号 業 種 職 種 認 定 事 例 

14 
卸売業、小

売業 
販売店員 

 感染経路は特定されなかったが、Ａさんは、発症前 14

日間に、日々数十人と接客し商品説明等を行う等感染リ

スクが相対的に高いと考えられる労働環境下での業務

に従事しており、私生活での行動等から一般生活では感

染するリスクが非常に低い状況であったことが認めら

れたことから、支給決定された。 

15 

宿泊業、飲

食 サ ー ビ

ス業 

飲食店員 

 感染経路は特定されなかったが、Ｂさんは、発症前 14

日間に、日々数十組に接客を行う等感染リスクが相対的

に高いと考えられる労働環境下での業務に従事してお

り、私生活での行動等から一般生活では感染するリスク

が非常に低い状況であったことが認められたことから、

支給決定された。 

16 
運輸業、郵

便業 
バス運転者 

 感染経路は特定されなかったが、Ｃさんは、発症前 14

日間に、日々数十人の乗客（県外からの乗客を含む）を

輸送・接客する等感染リスクが相対的に高いと考えられ

る労働環境下での業務に従事しており、私生活での行動

等から一般生活では感染するリスクが非常に低い状況

であったことが認められたことから、支給決定された。 

17 
運輸業、郵

便業 
タクシー運転者 

 感染経路は特定されなかったが、Ｄさんは、発症前 14

日間に、日々数十人の乗客（海外や県外からの乗客を含

む）を輸送・接客する等感染リスクが相対的に高いと考

えられる労働環境下での業務に従事しており、私生活で

の行動等から一般生活では感染するリスクが非常に低

い状況であったことが認められたことから、支給決定さ

れた。 

18 

社会保険・

社会福祉・

介護事業 

保育士 

 感染経路は特定されなかったが、Ｅさんは、発症前 14

日間に、日々数十人の園児の保育や保護者と近距離で会

話を行う等感染リスクが相対的に高いと考えられる労

働環境下での業務に従事しており、私生活での行動等か

ら一般生活では感染するリスクが非常に低い状況であ

ったことが認められたことから、支給決定された。 
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－5－ 

番号 業 種 職 種 認 定 事 例 

19 医療業 診療所事務員 

 感染経路は特定されなかったが、Ｆさんは、発症前 14

日間に、日々数十人の患者の受付を行う等感染リスクが

相対的に高いと考えられる労働環境下での業務に従事

しており、私生活での行動等から一般生活では感染する

リスクが非常に低い状況であったことが認められたこ

とから、支給決定された。 

20 
卸売業、小

売業 
調剤薬局事務員 

 感染経路は特定されなかったが、Ｇさんは、発症前 14

日間に、日々数十人の処方箋の受付を行う等感染リスク

が相対的に高いと考えられる労働環境下での業務に従

事しており、私生活での行動等から一般生活では感染す

るリスクが非常に低い状況であったことが認められた

ことから、支給決定された。 

21 
運輸業、郵

便業 
港湾荷役作業員 

 感染経路は特定されなかったが、Ｈさんは、発症前 14

日間に、日々不特定多数のトラック運転手等と近距離で

会話を行う等感染リスクが相対的に高いと考えられる

労働環境下での業務に従事しており、私生活での行動等

から一般生活では感染するリスクが非常に低い状況で

あったことが認められたことから、支給決定された。 

※ 上記 14～21 については、医学専門家からは、それぞれ当該労働者の感染は業

務により感染した蓋然性が高いものと認められるとの意見であった。 
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